
※上記の予想は、現時点において入手可能な情報に基づき判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含

まれております。実際の業績は、今後様々な要因によって、予想値と異なる場合がありますことをあらかじめ

ご承知おきください。なお、上記予想の前提条件等については、添付資料の５ページをご参照ください。

平成 16 年３月期　　中間決算短信（非連結）
平成 15 年 11 月 10 日

上場会社名 株式会社ユナイテッドアローズ 上場取引所 東

コード番号 ７６０６ 本社所在都道府県 東京都

（ＵＲＬ　http://www.united-arrows.co.jp）
代表者 役職名　代表取締役社長　　　氏名　重松　理

問合せ先責任者 役職名　財務経理グループ長　氏名　袰岩　剛 ＴＥＬ（０３）６４１８－０８０３

決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 10 日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成 15 年 12 月 ８日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株）

１．15 年９月中間期の業績（平成 15 年４月 1 日～平成 15 年９月 30 日）
(1)経営成績 (百万円未満切捨)

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15 年９月中間期 19,000 (25.2) 1,564 (△4.5) 1,594 (△4.5)
14 年９月中間期 15,174 (32.8) 1,638 (21.1) 1,669 (20.5)
15 年３月期 35,271 4,824 4,786

中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益
潜在株式調整後１株当たり
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭
15 年９月中間期 787 (△8.6)  72 03  71 69
14 年９月中間期 861 (△11.7)  72 24  71 87
15 年３月期 2,561 215 01 214 07

(注)① 持分法投資損益 15年９月中間期 ―百万円 14年９月中間期 ―百万円 15年３月期 ―百万円

② 期中平均株式数 15年９月中間期 10,928,065株 14年９月中間期 11,925,000株 15年３月期 11,675,685株

③ 会計処理の方法の変更　　無

④ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

円 銭 円 銭

15 年９月中間期 10 00 ―――

14 年９月中間期 ７ 00 ―――

15 年３月期 ――― 23 00
(3)財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

15 年９月中間期 24,158 13,517 56.0 1,235 68
14 年９月中間期 20,003 14,096 70.5 1,182 13
15 年３月期 20,836 12,924 62.0 1,178 30
(注)① 期末発行済株式数 15年９月中間期 10,939,000株 14年９月中間期 11,925,000株 15年３月期 10,925,000株

② 期末自己株式数 15年９月中間期 986,000株 14年９月中間期 ０株 15年３月期 1,000,000株

(4)キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

15 年９月中間期 △474 △1,485 1,958 1,467
14 年９月中間期 △911 △612 △172 1,793
15 年３月期 740 △1,116 △1,646 1,468

２．16 年３月期の業績予想（平成 15 年４月 1 日～平成 16 年３月 31 日）

１株当たり年間配当金
売上高 経常利益 当期純利益

期　末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期
43,393 5,200 2,814 15 50 25 50

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)255 円 39 銭
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１．企業集団の状況

該当事項はありません。

２．経営方針

経営の基本方針

　当社は平成元年10月の創業時に下記の「設立の志」を掲げました。

「我々は、商品開発及び環境開発を通じ、生活・文化・社会を高度化することで、社会に貢献す

ることを目的とする」。これは単にビジネスとしてだけではなく、事業を通して、日本の生活・

文化における規範となる正しい価値観を確立・訴求し続けるという強い意思を表すものでありま

す。

　この設立の志の下、当社では「５つの価値創造」を目標に掲げております。

　５つの価値とはすなわち、「お客様価値」「従業員価値」「取引先価値」「地域社会価値」

「株主価値」であり、当社に関わるステークホルダー、シェアホルダー、コミュニティに対する

価値創造を永続し続ける企業を目指すものであります。

　当社はこれら５つの価値創造に全力を尽くすと同時に、社会の公器として日本の生活・文化の

向上に貢献していくことを、経営の基本方針としております。

利益配分に関する基本方針

　当社は株主価値の極大化を経営の重要課題として認識し、増配・株式分割等の方策により株主

に対する利益還元を行うとともに、株式市場での評価を高め、株式時価総額の極大化を図ること

により、株主価値を高めていく方針であります。

また、中期的な経営目標として、株主資本利益率（ＲＯＥ）20％以上を意識し、株主資本の効

率的な運用を心がけてまいります。

　配当政策につきましては、当面は当期純利益の10％を配当原資とすることを基本方針としてお

り、内部留保資金につきましては、成長事業ならびに新規出店に際しての設備投資資金等に充当

し、事業の拡大に努めてまいる所存であります。

　なお、中間配当金は１株当たり10円とし、期末配当金は１株当たり15円50銭を予定しておりま

す。

中長期的な経営戦略

　当社の基本事業戦略は、下記３要素から成り立っております。

①「ユナイテッドアローズ」業態を核とした多事業軸化戦略

②店舗数を制限しストアロイヤリティーを高く保つ、店舗数制限戦略

③一店舗当たり売上高の極大化を目指す、長期的店舗大型化戦略

　これは、現在の主力業態である「ユナイテッドアローズ」を中心に、店舗数を制限することに

より高いストアロイヤリティーを持った業態を複数展開し、並行して各店舗の売場面積を拡大化

することにより売上高の極大化を目指すものであります。

　当社ではこの事業戦略を推進することにより、「高付加価値・多事業軸展開型イノベイティブ

リテイラー」として成長を図り、中期的な経営目標数値である売上高営業利益率15％以上を目指

してまいります。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、上述したとおり「お客様価値」「従業員価値」「取引先価値」「地域社会価値」「株

主価値」の５つの価値創造を掲げ、社会の公器として日本の生活・文化の向上に貢献していくこ

とを、経営の基本方針としております。

　また、常に公平な情報を、タイムリーに、継続的に、自発的に提供し続けることで、経営の透

明性と健全性の向上に努めております。
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（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナン

ス体制の状況

　当社は、取締役会を原則月１回の定時取締役会のほか、必要の都度臨時取締役会を開催し、重要

事項の決定を行っております。さらには、取締役間にて随時打合せ等を行っており、効率的な業務

執行ならびにお互いの業務執行状況の監視をおこなっております。また、当社は６名の取締役のう

ち１名を社外取締役としており、大所高所の視点から経営活動に参画し、取締役会の活性化を図っ

ております。

　なお、当社は監査役制度を採用しております。

　現在４名の監査役を全て社外監査役とし、経営の透明性の確保ならびに会社全体の監視・監査の

役割を担っております。

　また、当社における内部監査は、常に経営診断の見地に立ち、会社の財産保全および業務運営の

実態を適正に調査するとともに、不正等を未然に防止し、経営の合理化ならびに効率化に寄与する

ことにより、会社の健全な発展を図ることを目的としております。

　会計監査人は、中央青山監査法人を選任し、監査契約を結び正しい経営情報を提供し、公正不偏

な立場から監査が実施される環境を整備しております。

　なお、顧問弁護士からは、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関

係の概要

　該当事項はありません。

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　当社は、毎年５月中旬および11月中旬に、各投資家様（アナリスト・個人投資家）向けに決算説

明ならびに今後の事業戦略に関する説明会を開催しております。

　常に公平な情報を、タイムリーに、継続的に、自発的に提供し続ける当社の情報開示の基本方針

に則り、資料につきましても、不公平感の無いような情報開示を心がけております。

　また、個人投資家様向けの説明会におきましては、ご出席された皆様が気軽にご質問いただける

よう20名程度の少人数形式にて開催しております。

　さらには、当社は、“開かれた株主総会”の一環として、毎年６月の定時株主総会終了後に、ご出

席いただいた株主様向けに今後の事業戦略等踏まえた経営報告会も開催しております。

　なお、当事業年度の平成16年３月期第１四半期より四半期情報開示を実施しております。

会社の対処すべき課題

　当社の属する衣料品等小売業界につきましては、ますます企業間競争が激しさを増し、他社を

圧倒する競争優位性を持つ企業のみが次代へ進めるものと考えております。

　このような状況のもと、当社におきましては引き続き「目の前のお客様大満足」を基本スロー

ガンに、全部門が連動し小売業の基本であるヒト（販売・接客サービス）・モノ（商品企画力・

商品開発力）・ウツワ（心地よい売り場作り）を進化させることにより、同業他社に対する圧倒

的な競争優位性を確立してまいります。さらに現在着手しております４つの構造改革（商品ＣＳ、

販売ＣＳ、組織風土、経営管理）につきましても、進捗することで浮上してまいりました新たな

課題を掘り下げ、解決に向け注力してまいります。
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３．経営成績及び財政状態

（１）当中間期の業績の概要

　当中間会計期間におけるわが国経済は、過剰債務や過剰雇用などの問題点については峠を越したとは

言うものの、依然として不透明感は拭えず、景気の回復局面にあるといえども力強さを欠いたまま推移

いたしました。しかし、その一方では、企業収益の改善に合わせて設備投資は回復傾向にあり、また株

価上昇により企業心理も好転し、消費者マインドも徐々に持ち直しており、景気は緩やかながらも回復

の兆しを見せております。

　当社が属する衣料品等小売業界、特に、「トレンドマーケット」いわゆる、「高付加価値型商品を取り扱

う企業の集積するマーケット」におきましては、商品単価の下落傾向に歯止めがかかるとともに、価格訴求

型商品から高付加価値型商品へと消費マインドが移行する兆しを見せつつありました。これは業界全体を通

じては追い風になりつつも、一方では企業間競争は従前にも増して激しく推移いたしました。

　このような状況のもと、当社におきましては、前事業年度より継続的に取り組んでおります４つの構

造改革ならびに既存・新規各事業の強化を積極的に推進してまいりました。

　４つの構造改革（「商品ＣＳ（顧客満足）構造改革」、「販売ＣＳ構造改革」、「経営管理構造改

革」、「組織風土構造改革」）では、部門横断的に形成された多数の分科会を週次・月次に開催し、優

先順位の高い課題から順に解決を図り、数々の業務の改善・合理化が実現しました。

　また、既存・新規各事業強化として、まず既存事業におきましては、当社のフラッグシップショップ

でありますユナイテッドアローズ（以下、ＵＡ）原宿本店（東京都渋谷区）につきまして、10年先20年
先の企業価値向上を目指し、改装および増床を実施いたしました。

　さらに新規事業につきましては、前事業年度までＵＡラボ（実験店舗）としてテストマーケティング

を行っておりましたアナザーエディション（以下、ＡＥ）事業およびソブリンハウス（以下、ＳＶＨ）

事業を、当事業年度より、多店舗展開により売上高100億円以内の規模を目指す事業として「スモールビ

ジネスユニット」へ位置付けを変更いたしました。

　出店面におきましては、ＵＡ業態では、上述した原宿本店の改装および増床の他、東北地区初出店と

なる仙台店（仙台市青葉区）を新規出店いたしました。また、二子玉川店（東京都世田谷区）につきま

しては、さらなる集客効果の見込める「玉川高島屋ショッピングセンター」内へ移転いたしました。

　グリーンレーベル リラクシング（ＧＬＲ）業態では、小倉店（北九州市小倉区）および品川店（東京

都港区）を出店し、ＵＡ業態に続く当社の第２の主力業態として順調な成長を続けております。

　ＡＥ事業では、福岡店（福岡市中央区）および名古屋店（名古屋市中区）を新規出店し、また原宿店

（東京都渋谷区）を同事業のフラッグシップとしてふさわしい店舗とすべく同区内にて移転リニューア

ルをいたしました。

　ＳＶＨ事業では、銀座地区にあった既存店舗を退店し、今後のさらなる発展が期待される丸の内地区

（東京都千代田区）へ増床した上で新規に出店いたしました。

　ＵＡラボ（実験店舗）では、社内ベンチャー制度から採用された３つ目の案件であるウイメンズの新

ＵＡラボ「ドゥロワー」を南青山（東京都港区）へ出店したほか、お客様から支持されておりますウイ

メンズのＵＡラボ「チェンジズ ユナイテッドアローズ」につきまして、１店舗の「東京店（東京都渋谷

区）」に続き、２店舗目として「名古屋店（名古屋市中区）」を出店いたしました。

　クロムハーツ（ＣＨ）業態では、引き続き新規商材開発を積極的に推進し、将来の事業拡大を見据え

た基盤強化を図ってまいりました。

　この結果、平成15年９月末日現在の各業態の店舗数は、ＵＡ業態21店舗、ＧＬＲ業態15店舗、ＣＨ業

態２店舗、スモールビジネスユニット６店舗、ＵＡラボ８店舗となり、全業態では52店舗となりました。

　営業面におきましては、引き続きお客様の購買動機（モチベーション）にきめ細かく対応した商品企

画・調達に注力し、それらに有機的に連動した販促・ショップメイク・接客活動を実践いたしました。

　また、システム面におきましては、物流倉庫から店舗への迅速な商品物流を可能とするシステム体制

を構築し、特に売れ筋商品の店頭欠品防止に努めました。これらの取り組みを背景といたしまして、Ｕ

Ａ、ＧＬＲ、ＣＨの主力３業態、さらにスモールビジネスユニットおよび各ＵＡラボの売上高は順調に

推移いたしました。

　以上の結果、当中間会計期間の売上高は19,000百万円（前年同期比25.2％増）となりました。経常利

益は、ＵＡ原宿本店改装やオフィス部門移転に伴う一時経費の発生により1,594百万円（前年同期比

4.5％減）になり、中間純利益につきましては787百万円（前年同期比8.6％減）になりました。
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（２）当中間期のキャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前会計年度末の残高

1,468百万円に対して僅かながら減少し、1,467百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)
　当中間会計期間における営業活動の結果使用した資金は、474百万円（前年同期比48.0％減）となりま

した。

　これは主に、税引前中間純利益が1,408百万円、仕入債務の増加が1,048百万円、有形固定資産の償却

費210百万円等の収入があったものの、秋冬商品の早期投入に伴うたな卸資産の増加2,024百万円、なら

びに法人税等の支払額1,115百万円の支出があったこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)
　当中間会計期間における投資活動の結果使用した資金は、1,485百万円（前年同期比142.5％増）となりまし

た。

　これは主に、新規出店および改装等に伴う有形固定資産取得による支出991百万円、および差入保証金

の増加額309百万円があったこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
　当中間会計期間における財務活動の結果得られた資金は、1,958百万円（前年同期は172百万円の使

用）となりました。

　これは、借入金の増加による収入2,100百万円等があったものの、配当金の支払が174百万円あったこ

と等によるものであります。

　なお、当社のキャッシュ・フローの指標は次のとおりであります。

平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期

中間 期末 中間 期末 中間

株主資本比率（％） 68.4 68.5 70.5 62.0 56.0

時価ベースの株主資本比率（％） 244.5 207.6 205.7 158.0 194.0

債務償還年数（年） ― ― ― 1.9 ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ ― ― ― 193.9 ―

(注) 株主資本比率：株主資本／総資産

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

1. 各指標は、いずれも単体ベース財務数値により計算しております。

2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

3. 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお
ります。有利子負債は、貸借対照表に計上している負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として
おります。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

4. 平成14年3月期は有利子負債の残高がないため、平成15年3月期中間及び平成16年3月期中間は、営業キャッ
シュ・フローがマイナスのため債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは表示しておりませ
ん。

（３）通期の見通し

　今後の見通しでありますが、最近の為替相場の急騰や、消費者物価の下落幅は縮小しているとはいえ、

依然として力強さは感じられないなど景気後退の懸念材料はあるとはいうものの、米国の景況感の回復

や、それに伴い輸出環境が好転し企業収益の改善がさらに期待されるなど、景気の回復テンポは緩やか

ながらも堅調に推移すると思われます。

　このような状況のもと、通期の業績見通しにつきましては、期初計画通り、売上高43,393百万円（対

前年同期増減率23.0％）、経常利益5,200百万円（対前年同期増減率8.6％）、当期純利益2,814百万円

（対前年同期増減率9.9％）を見込んでおります。

　また、利益配当金につきましても、利益配分に関する基本方針に基づき期初計画通り、中間配当金を

１株当たり10円、期末配当金を1株当たり15円50銭とし、年間配当金では25円50銭とする予定でありま

す。
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４．中間財務諸表等

(1)中間財務諸表

①中間貸借対照表

前中間会計期間末

(平成14年９月30日)
当中間会計期間末

(平成15年９月30日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成15年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 1,803,848 1,477,696 1,478,263

２　売掛金 94,527 126,454 78,443

３　たな卸資産 7,393,362 9,704,753 7,679,760

４　未収入金 2,237,663 2,614,154 2,729,211

５　その他 417,716 654,182 516,671

６　貸倒引当金 △6,100 ― ―

流動資産合計 11,941,018 59.7 14,577,241 60.3 12,482,351 59.9

Ⅱ　固定資産

１  有形固定資産 ※１

(1)　建物 2,723,945 3,460,386 2,797,806

(2)　土地 1,082,072 1,082,072 1,082,072

(3)　その他 396,590 525,504 352,672

有形固定資産合計 4,202,607 21.0 5,067,962 21.0 4,232,551 20.3

２  無形固定資産 473,898 2.4 578,311 2.4 535,328 2.6

３  投資その他の資産

(1)　長期差入保証金 2,881,580 3,399,318 3,089,830

(2)　その他 569,478 623,304 584,232

(3)　貸倒引当金 △65,000 △87,400 △87,400

投資その他の資産

合計
3,386,059 16.9 3,935,223 16.3 3,586,663 17.2

固定資産合計 8,062,565 40.3 9,581,497 39.7 8,354,543 40.1

資産合計 20,003,583 100.0 24,158,739 100.0 20,836,894 100.0
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前中間会計期間末

(平成14年９月30日)
当中間会計期間末

(平成15年９月30日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成15年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

１　買掛金 3,540,724 4,130,359 3,081,744

２　短期借入金 ― 2,000,000 900,000

３　1年以内返済予定

　　の長期借入金
― 828,000 500,000

４　未払金 958,924 1,427,260 1,455,400

５　未払法人税等 684,609 692,206 1,118,562

６　賞与引当金 424,515 536,521 421,781

７　その他 144,394 124,106 275,646

流動負債合計 5,753,168 28.7 9,738,454 40.3 7,753,135 37.2

Ⅱ　固定負債

１　長期借入金 ― 672,000 ―

２　役員退職慰労引当金 97,526 110,185 103,651

３　長期預り保証金 55,926 120,961 55,916

固定負債合計 153,452 0.8 903,146 3.7 159,567 0.8

負債合計 5,906,621 29.5 10,641,600 44.0 7,912,703 38.0

(資本の部)

Ⅰ　資本金 3,030,000 15.1 3,030,000 12.5 3,030,000 14.5

Ⅱ　資本剰余金

１　資本準備金 4,095,600 4,095,600 4,095,600

資本剰余金合計 4,095,600 20.5 4,095,600 17.0 4,095,600 19.7

Ⅲ　利益剰余金

１　利益準備金 31,035 31,035 31,035

２　中間(当期)未処分

　　利益
6,941,956 9,113,238 8,558,556

利益剰余金合計 6,972,991 34.9 9,144,273 37.9 8,589,591 41.2

Ⅳ　その他有価証券評価差

額金
△1,628 △0.0 △808 △0.0 ― ―

Ⅴ　自己株式 ― ― △2,751,926 △11.4 △2,791,000 △13.4

資本合計 14,096,962 70.5 13,517,138 56.0 12,924,191 62.0

負債・資本合計 20,003,583 100.0 24,158,739 100.0 20,836,894 100.0
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②中間損益計算書

前中間会計期間

(自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成15年４月１日

至　平成15年９月30日)

前事業年度の

要約損益計算書

(自　平成14年４月１日

至　平成15年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ　売上高 15,174,478 100.0 19,000,766 100.0 35,271,577 100.0

Ⅱ　売上原価 7,044,953 46.4 8,864,952 46.7 16,416,934 46.5

売上総利益 8,129,525 53.6 10,135,813 53.3 18,854,642 53.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 6,491,026 42.8 8,571,250 45.1 14,030,602 39.8

営業利益 1,638,498 10.8 1,564,563 8.2 4,824,040 13.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 65,059 0.4 69,930 0.4 113,591 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２ 34,370 0.2 39,906 0.2 150,771 0.4

経常利益 1,669,187 11.0 1,594,587 8.4 4,786,860 13.6

Ⅵ　特別利益 ※３ 2,685 0.0 ― 0.0 4,286 0.0

Ⅶ　特別損失 ※４ 160,504 1.0 185,810 1.0 290,773 0.8

税引前中間(当期)
純利益

1,511,368 10.0 1,408,777 7.4 4,500,373 12.8

法人税、住民税

及び事業税
681,637 688,950 2,067,636

法人税等調整額 △31,808 649,829 4.3 △67,282 621,667 3.3 △128,876 1,938,759 5.5

中間(当期)純利益 861,539 5.7 787,109 4.1 2,561,614 7.3

前期繰越利益 6,080,417 8,332,527 6,080,417

自己株式処分差損 ― 6,398 ―

中間配当額 ― ― 83,475

中間(当期)未処分

利益
6,941,956 9,113,238 8,558,556
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③中間キャッシュ・フロー計算書

前中間会計期間

(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

税引前中間(当期)純利益 1,511,368 1,408,777 4,500,373

減価償却費 181,640 210,732 371,579

無形固定資産償却額 59,410 73,561 128,321

長期前払費用償却額 21,169 26,679 44,536

投資有価証券評価損 ― ― 4,524

賞与引当金の増加額 115,711 114,739 112,977

役員退職慰労引当金の
増加額(△減少額) △5,902 6,534 222

貸倒引当金の増加額 ― ― 16,300

受取利息及び受取配当金 △300 △115 △484

支払利息 ― 3,596 3,821

為替差益 △0 ― ―

有形固定資産除却損 61,408 154,629 117,923

有形固定資産売却損 1,535 137 4,321

有形固定資産売却益 △2,685 ― △4,286

無形固定資産除却損 ― ― 25,528

保険解約損 ― ― 5,122

売上債権の減少額
(△増加額) 204,220 87,866 △318,523

たな卸資産の増加額 △1,965,413 △2,024,992 △2,251,811

仕入債務の増加額 911,585 1,048,615 452,605

その他流動資産の減少額
(△増加額) △5,945 △107,575 10,264

その他流動負債の増加額
(△減少額) △415,596 △372,516 57,329

その他固定負債の増加額
(△減少額) ― 65,044 △10

役員賞与の支払額 △46,365 △51,229 △46,365

小計 625,841 644,483 3,234,273

　　利息及び配当金の受取額 284 115 484

　　利息の支払額 ― △3,353 △3,821

　　法人税等の支払額 △1,537,946 △1,115,306 △2,489,992

営業活動による
キャッシュ・フロー

△911,820 △474,061 740,944
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前中間会計期間

(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ― ― △10,029

定期預金の払戻による収入 ― ― 10,009

　　有形固定資産の売却による
収入

5,353 34 8,220

　　有形固定資産の取得による
支出

△416,541 △991,404 △592,032

　　無形固定資産の取得による
支出

― △121,252 △146,234

　　長期前払費用の取得による
支出

― △63,086 △110,769

　　従業員長期貸付金の減少額 100 ― 489

　　長期差入保証金の増加額 △82,997 △309,487 △291,247

　　その他投資の減少額
　　(△増加額) △118,376 50 15,229

投資活動による
キャッシュ・フロー

△612,461 △1,485,146 △1,116,364

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 ― 1,100,000 900,000

長期借入金の借入れによる
収入

― 1,000,000 500,000

自己株式の払出による収入 ― 32,676 ―

自己株式の取得による支出 ― ― △2,791,000

配当金の支払額 △172,019 △174,035 △255,470

財務活動による
キャッシュ・フロー

△172,019 1,958,640 △1,646,470

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

0 ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
(△減少額) △1,696,301 △567 △2,021,890

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

3,490,124 1,468,234 3,490,124

Ⅶ　現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※ 1,793,822 1,467,667 1,468,234
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

１　資産の評価基準

及び評価方法

(1)有価証券

　その他有価証券

　・時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 (評
価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)
　・時価のないもの

移動平均法による原価

法

(1)有価証券

　その他有価証券

　・時価のあるもの

同左

　・時価のないもの

同左

(1)有価証券

　その他有価証券

　・時価のあるもの

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）

　・時価のないもの

同左

(2)たな卸資産

①商品

　総平均法による原価法

②貯蔵品

　最終仕入原価法による

原価法

(2)たな卸資産

①商品

同左

②貯蔵品

同左

(2)たな卸資産

①商品

同左

②貯蔵品

同左

２　固定資産の減価

償却の方法

(1)有形固定資産

　定率法を採用しており

ます。

　ただし、建物 (建物附

属設備を除く)について

は、定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物３～39年
構築物７～20年
器具備品２～20年

(1)有形固定資産

同左

(1)有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

　定額法を採用しており

ます。

　自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)
による定額法を採用して

おります。

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左

(3)長期前払費用

　定額法を採用しており

ます。

(3)長期前払費用

同左

(3)長期前払費用

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

３　引当金の計上基

準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

　従業員の賞与支給に充

てるため、支給対象期間

に対応した支給見積相当

額を計上しております。

(2)賞与引当金

同左

(2)賞与引当金

同左

(3)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支

出に充てるため、当社内

規に基づく中間期末要支

給見積額を計上しており

ます。

(3)役員退職慰労引当金

同左

(3)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支

出に充てるため、当社内

規に基づく期末要支給見

積額を計上しておりま

す。

４　リース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方

法

(1)ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっ

ております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　通常の営業過程で生じ

る輸入取引の為替リスク

を軽減させるために、通

貨および金利関連のデリ

バティブ取引を行ってお

ります。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

(3)ヘッジ方針

　基本的に実需の範囲内

において、為替変動およ

び金利変動のリスクのあ

る債権債務のリスクヘッ

ジを目的とする場合のみ

デリバティブ取引を行っ

ており、投機目的のため

のデリバティブ取引は行

わない方針であります。

(3)ヘッジ方針

同左

(3)ヘッジ方針

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断し

ております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段

が同一通貨であることか

ら、為替相場の変動による

キャッシュ・フローの変動

を完全に相殺するものと想

定されるため、有効性の評

価は省略しております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断して

おります。

６　中 間キ ャッ シ

ュ・フロー計算書

(キャッシュ・フロ

ー計算書)における

資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物 )は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。

同左 　キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物 )は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。

７　その他中間財務

諸表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。

　なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しい

ため、流動負債の「その

他」に含めて表示しており

ます。

消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。

　なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しい

ため、流動資産の「その

他」に含めて表示しており

ます。

(1)消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。
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項目
前中間会計期間

(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

――― ――― (2)自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基

準

　「自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会

計基準」（企業会計基準

第１号）が平成14年４月

１日以後に適用されるこ

とになったことに伴い、

当事業年度から同会計基

準によっております。こ

れによる当事業年度の損

益に与える影響は軽微で

あります。

　なお、財務諸表等規則の

改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の資本の

部については、改正後の財

務諸表等規則により作成し

ております。

――― ――― (3)１株当たり情報

　「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業

会計基準第２号）および

「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指

針第４号）が平成14年４月

１日以後開始する事業年度

に係る財務諸表から適用さ

れることになったことに伴

い、当事業年度から同会計

基準および適用指針によっ

ております。

　なお、これによる影響に

ついては、「１株当たり情

報に関する注記」に記載し

ております。
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表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

――― （1）　前中間会計期間まで投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他投資の増加額」に含めて表

示していた「無形固定資産の取得による支出」

は、重要性が増したため区分掲記することに変更

しました。

　なお、前中間会計期間における「無形固定資産

の取得による支出」の金額は、49,832千円であり

ます。

――― （2）　前中間会計期間まで投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他投資の増加額」に含めて表

示していた「長期前払費用の取得による支出」

は、重要性が増したため区分掲記することに変更

しました。

　なお、前中間会計期間における「長期前払費用

の取得による支出」の金額は、66,994千円であり

ます。

――― （3）　投資活動によるキャッシュ・フローの「従業員

長期貸付金の減少額」は、重要性が乏しくなった

ため、「その他投資の減少額」に含めておりま

す。

　なお、当中間会計期間の「その他投資の減少

額」に含まれている「従業員長期貸付金の減少

額」は、50千円であります。

追加情報

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

（中間貸借対照表）

　中間財務諸表等規則の改正により

当中間会計期間から「資本準備金」

は「資本剰余金」の内訳と「利益準

備金」「任意積立金」「中間未処分

利益」は「利益剰余金」の内訳とし

て表示しております。

――― ―――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成14年９月30日)

当中間会計期間末
(平成15年９月30日)

前事業年度末
(平成15年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

1,237,187千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

1,319,148千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

1,369,366千円

(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息

300千円

為替差益

5,462千円

賃貸収入

32,728千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息

115千円

為替差益

8,912千円

賃貸収入

35,598千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息

484千円

為替差益

11,227千円

賃貸収入

60,986千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

賃貸費用

28,908千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息

3,596千円

賃貸費用

32,716千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息

3,821千円

賃貸費用

56,631千円

寄付金

58,109千円

※３　特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益

　器具備品

2,685千円

計

2,685千円

―

※３　特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益

　器具備品

4,286千円

計

4,286千円

※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損

※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損

※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損
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　建物

33,401千円

　器具備品

28,006千円

計

61,408千円

サンプル商品評価損

90,563千円

　建物

144,577千円

　器具備品

10,051千円

計

154,629千円

　建物

82,955千円

器具備品

34,967千円

　ソフトウェア

25,528千円

計

143,452千円

サンプル商品評価損

90,563千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産

181,640千円

無形固定資産

59,410千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産

210,732千円

無形固定資産

73,561千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産

371,579千円

無形固定資産

128,321千円

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成14年９月30日現在)
現金及び預金勘定

1,803,848千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金
△10,025千円

現金及び現金同等物
1,793,822千円

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成15年９月30日現在)
現金及び預金勘定

1,477,696千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金
△10,029千円

現金及び現金同等物
1,467,667千円

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係

(平成15年３月31日現在)
現金及び預金勘定

1,478,263千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金
△10,029千円

現金及び現金同等物
1,468,234千円

(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)



ファイル名

18

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額

取得価額相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

中間期末残高
相当額
(千円)

器具備品
359,073
153,675
205,397

ソフトウェア
104,284

98,071
6,213

合計
463,358
251,747
211,610

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び中間期末残高相当額

取得価額相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

中間期末残高
相当額
(千円)

器具備品
430,556
185,285
245,270

ソフトウェア
7,000
6,650

350

合計
437,556
191,935
245,620

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額およ

び期末残高相当額

取得価額相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具備品
384,565
172,858
211,707

ソフトウェア
104,284
102,384

1,900

合計
488,850
275,243
213,607

　(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内

103,070千円

１年超

110,843千円

合計

213,913千円

　(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内

122,474千円

１年超

125,226千円

合計

247,700千円

　(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内

105,888千円

１年超

109,962千円

合計

215,850千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料

65,027千円

減価償却費相当額

62,353千円

支払利息相当額

2,344千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料

66,599千円

減価償却費相当額

64,448千円

支払利息相当額

2,082千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額

支払リース料

129,821千円

減価償却費相当額

124,808千円

支払利息相当額

4,582千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　　リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

　(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

　(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左
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っております。
　(5) 利息相当額の算定方法
　　　リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。

　(5) 利息相当額の算定方法
同左

　(5) 利息相当額の算定方法
同左

(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成14年９月30日現在)

１　時価のある有価証券

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(1) その他有価証券

①　株式 11,300 8,492 △2,808

合計 11,300 8,492 △2,808
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当中間会計期間末(平成15年９月30日現在)

１　時価のある有価証券

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(1) その他有価証券

①　株式 6,775 5,411 △1,363

合計 6,775 5,411 △1,363

前事業年度末(平成15年３月31日現在)

１　時価のある有価証券

取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(1) その他有価証券

①　株式 6,775 6,775 －

合計 6,775 6,775 －

(注)　当事業年度において、著しく時価の下落した有価証券に対して減損処理を行っており、その金

額は株式4,524千円であります。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に

比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当

該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。

(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間末(平成14年９月30日現在)
　　当社のデリバティブ取引は、すべてヘッジ目的のため、「デリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況」の記載を省略しております。

当中間会計期間末(平成15年９月30日現在)
　同上

前事業年度末(平成15年３月31日現在)
　同上

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

１株当たり純資産額 1,182.13円 １株当たり純資産額 1,235.68円 １株当たり純資産額 1,178.30円

１株当たり中間純利益 72.24円 １株当たり中間純利益 72.03円 １株当たり当期純利益 215.01円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益

71.87円 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益

71.69円 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益

214.07円

（追加情報）

当中間会計期間より「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）および

「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）を適用して

おります。

なお、これによる影響は軽微であ

ります。

当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業

会計基準第２号）および「１株当

たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しておりま

す。

　なお、これによる影響は軽微で

あります

（注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利
益

中間（当期）純利益（千円） 861,539 787,109 2,561,614

普通株主に帰属しない金額
（千円）

― ― 51,229

（うち利益処分による役員賞
与金）

― ― (51,229)

普通株式に係る中間（当期）
純利益（千円）

861,539 787,109 2,510,385

期中平均株式数（株） 11,925,000 10,928,065 11,675,685

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益

中間（当期）純利益調整額
（千円）

― ― ―

普通株式増加数（株） 61,100 51,365 51,100

（うち新株予約権） (61,100) (51,365) (51,100)
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(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

　平成14年６月21日開催の定時株

主総会において、商法第210条の規

定 に 基 づ き 、 当 社 普 通 株 式

1,000,000株、取得価額の総額30億
円を限度として取得することを決議

いたしました。

　これを受けて、平成14年12月３

日開催の取締役会において、公開買

付けの実施を決議いたしました。

　その概要は次のとおりです。

(1)買付けの期間

平成14年12月４日から

平成14年12月24日まで

(2)買付け価格

１株につき2,791円
(3)買付け予定の株数

1,000,000株
(4)買付けに要する資金

2,819,000千円

――― １．   旧商法第280条ノ19の規定に基

づくストックオプション制度に

ついて、平成15年６月27日開催

の取締役会において、改正商法

附則（平成13年11月28日法128
号）第６条の規定に基づき、新

株発行に代えて、当社が保有す

る自己株式を新株引受権を行使

した者に移転することを決議い

たしました。

２．   平成15年６月27日開催の定時

株主総会において、商法280条ノ

20および第280条ノ21の規定に

基づき、当社取締役および従業

員に対してストックオプション

として新株予約権を無償で発行

することを決議いたしました。

５．生産、受注及び販売の状況

（１）商品別販売実績

前中間会計期間
（自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30
日）

当中間会計期間
（自 平成15年４月１日
至  平成 15 年９月 30
日）

前事業年度
（自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日）

期別

商品別 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

メンズ 7,135,728 47.0 9,393,004 49.4 17,292,236 49.0

ウイメンズ 5,879,342 38.8 7,197,556 37.9 13,217,383 37.5

シルバー＆レザー 1,435,959 9.5 1,460,552 7.7 3,055,325 8.7

雑貨等 429,059 2.8 629,281 3.3 1,044,554 2.9

その他 294,387 1.9 320,370 1.7 662,076 1.9

合計 15,174,478 100.0 19,000,766 100.0 35,271,577 100.0

(注) １．シルバー＆レザーとは、「ＣＨＲＯＭＥ ＨＥＡＲＴＳ」ブランドの銀製装飾品および革製ウエアで

　　　　あります。

       ２．数量については、商品内容が多岐にわたり、その表示が困難なため記載を省略しております。

       ３．「その他」には、卸売、催事販売、カフェ、フォーマルレンタルの売上が含まれております。

（２）商品別受注実績

該当事項はありません。



（参考資料）15年９月中間期の売上概況について

前中間会計期間：（自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日）
当中間会計期間：（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）

 ① 全社売上高の状況 （単位：百万円、％）

 ② 業態別の売上状況 （単位：百万円、％）

小売合計

※１．S.B.U.＝Small Business Unit

※２．「その他」には、卸売、アウトレット、通販、カフェの売上が含まれております。

 ③ 既存店の売上状況（当中間会計期間、小売部門、増減率） （単位：％）

小売合計

 ④ 品目別の売上状況（小売部門） （単位：百万円、％）

※ シルバー＆レザーとは「CHROME HEARTS」ブランドの銀製装飾品および革製ウエアであります。

    

9.1

24.5

客数増減率

2.9

3.3

売上高増減率

10.9

9.2

0.3

客単価増減率

48.1

UA 業 態

GLR 業 態

10.3 3.4

S.B.U.およびUAラボ 18.5

CH 業 態

雑貨等 414 613 199

1,085 19.8

シルバー＆レザー 1,435 1,460 24 1.7

5,477 6,563ウイメンズ

1,209 1,778 568 47.0

13,964 17,222 3,257 23.3

556 1,138 581 104.4

3,214 1,320

前中間会計期間(A) 当中間会計期間(B) 増減額(B)-(A)

1,026 1,030 3 0.3

そ  の  他

UA 業 態

GLR 業 態

CH 業 態

S.B.U.およびUAラボ

全社売上高

69.7

増減率

10,487 11,840 1,352 12.9

1,893

15,174

前中間会計期間(A)

7.8

5.8

増減率

25.2

当中間会計期間(B)

19,000

増減額(B)-(A)

3,826

△ 8.0

5.1

6.7

29.4

増減率

メンズ 6,636 8,584 1,948

前中間会計期間(A) 当中間会計期間(B) 増減額(B)-(A)
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